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第一部【企業情報】

第１【企業の概況】

１【主要な経営指標等の推移】

回次

第68期

第１四半期連結

累計(会計)期間

第67期

会計期間
自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日

自　平成19年４月１日

至　平成20年３月31日

売上高（百万円） 10,705 77,825

経常利益又は経常損失（△）（百万円） △465 3,716

四半期（当期）純利益又は純損失（△）（百万円） △649 2,249

純資産額（百万円） 22,956 24,092

総資産額（百万円） 85,219 90,220

１株当たり純資産額（円） 526.83 544.83

１株当たり四半期（当期）純利益金額又は純損失金額

（△）（円）
△14.86 50.66

潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額

（円）
― ―

自己資本比率（％） 26.9 26.6

営業活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△1,852 △9,395

投資活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
△206 473

財務活動による

キャッシュ・フロー（百万円）
501 4,864

現金及び現金同等物の四半期末（期末）残高（百万円） 7,347 8,904

従業員数（人） 1,125 1,095

（注）１．当社は四半期連結財務諸表を作成しておりますので、提出会社の主要な経営指標等の推移については記載して

おりません。

２．売上高には、消費税等は含んでおりません。

３．潜在株式調整後１株当たり四半期（当期）純利益金額については、潜在株式がないため記載しておりません。
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２【事業の内容】

当第１四半期において、当社グループは、耐震事業の一環として、木質系戸建住宅を対象とした耐震補強サービスの専

門会社（「株式会社ピタリフォーム」、当社100％出資子会社）を設立いたしました。これに伴い、当社の関係会社は、子

会社が１社増加しております。

　これは、東海・東南海地震や首都圏直下型地震などの大地震に備えた既存建物の耐震化が国の緊急課題となっている

なか、当社地震工学技術研究所の研究成果である耐震技術を背景にしたコンサルティング、調査、診断、設計、施工など一

連の耐震補強サービスを、特に耐震化の遅れている木質系戸建住宅に広く提供することで、当社グループが推進する耐

震事業の目的である「地震に対する高度かつ高品質の安全」をより幅広く実現しようとするものであります。

　この結果、平成20年６月30日現在では、当社グループは、当社及び子会社８社の計９社により構成されております。

　　事業の系統図は次のとおりであります。
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３【関係会社の状況】

当第１四半期連結会計期間において、以下の会社が新たに提出会社の関係会社となっております。

名称 住所
資本金

（百万円）
主要な事業の内容

議決権の所有割合

(％)
関係内容

（連結子会社）

株式会社

ピタリフォーム

　

名古屋市東区 100 建設事業 100

当社グループの建

設工事において木

造耐震診断、補強

サービス業務を

行っております。

役員の兼任　４名

　（注）主要な事業の内容欄には、事業の種類別セグメントの名称を記載しております。

　

　

４【従業員の状況】

(1）連結会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 1,125 (245)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期連結会計期間の平均人員を外数で記載して

おります。

(2）提出会社の状況

　 平成20年６月30日現在

従業員数（人） 813 (21)

　（注）　従業員数は就業人員であり、臨時従業員数は（　）内に当第１四半期会計期間の平均人員を外数で記載しており

ます。
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第２【事業の状況】

１【生産、受注及び販売の状況】

(1）受注実績

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

建設事業（百万円） 12,366

(2）売上実績

事業の種類別セグメントの名称
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

建設事業（百万円） 8,828

不動産事業等（百万円） 1,877

合計（百万円） 10,705

　（注）１．「第２　事業の状況」における各事項の記載については、消費税等抜きの金額で表示しております。

　　　　２．当社グループでは、建設事業以外は受注生産を行っておりません。

３．当社グループでは、生産実績を定義することが困難であるため「生産の状況」は記載しておりません。

　      ４．売上高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の売上高及びその割合は次のとおりであります。

　　　　　　　当第１四半期連結会計期間

　　　　　　  　名古屋鉄道株式会社　　1,709百万円　　　16.0％

(3）売上にかかる季節的変動について

　　　　　当社グループの売上高は、通常の営業の形態として第２四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間に売上計

上する割合が大きく、業績に季節的変動があります。
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　※なお、参考のため提出会社個別の事業の状況は次のとおりであります。

①　受注工事高、完成工事高、繰越工事高

期別 区分
期首繰越
工事高
（百万円）

期中受注
工事高
（百万円）

計
（百万円）

期中完成
工事高
（百万円）

期末繰越
工事高
（百万円）

当第１四半期累計期間

　（自 平成20年４月１日

　至 平成20年６月30日）

土木工事 9,481 1,059 10,540 2,454 8,086

建築工事 54,396 9,017 63,414 7,557 55,856

計 63,878 10,076 73,954 10,011 63,943

前事業年度

　（自 平成19年４月１日

　至 平成20年３月31日）

土木工事 11,567 11,914 23,481 14,000 9,481

建築工事 49,462 60,522 109,984 55,587 54,396

計 61,029 72,436 133,466 69,588 63,878

　（注）１．前期以前に受注した工事で、契約の変更により請負金額の増減がある場合は、期中受注工事高にその増減額を

含んでおります。

２．期末繰越工事高は（期首繰越工事高＋期中受注工事高－期中完成工事高）に一致します。

②　受注工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

当第１四半期会計期間

（自 平成20年４月１日

至 平成20年６月30日）

土木工事 ― 1,059 1,059

建築工事 0 9,017 9,017

計 0 10,076 10,076

③　完成工事高

期別 区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

当第１四半期会計期間

（自 平成20年４月１日

至 平成20年６月30日）

土木工事 403 2,050 2,454

建築工事 0 7,557 7,557

計 404 9,607 10,011

　（注）完成工事高総額に対する割合が100分の10以上の相手先別の完成工事高及びその割合は、次のとおりでありま

　　　　す。

当第１四半期会計期間

矢作地所株式会社　　　　　　2,685百万円　　　27％

名古屋鉄道株式会社　　　　　1,704百万円　　　17％

④　繰越工事高（平成20年６月30日現在）

区分 官公庁（百万円） 民間（百万円） 計（百万円）

土木工事 1,379 6,707 8,086

建築工事 － 55,856 55,856

計 1,379 62,564 63,943
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２【経営上の重要な契約等】

     当第１四半期連結会計期間において、経営上の重要な契約等の決定又は締結等はありません。

３【財政状態及び経営成績の分析】

　文中の将来に関する事項は、当四半期報告書提出日現在において当社グループ（当社及び連結子会社）が判断したも

のであります。

　　(1）業績の状況

　当第１四半期連結会計期間における我が国の経済は、急激な原材料価格の高騰や物価上昇による個人消費への影響な

どにより、停滞感を強めてまいりました。建設業界におきましても、景気減速懸念から生じる民間設備投資への影響や

不動産市況の不透明感など、市場全体として厳しさを増す状況となってきております。

　このような状況の中、当社グループは政策や景気動向等に左右されることのない強固な経営基盤を築くべく差別化戦

略、すなわち「お客様の持つ理念の実現に建設の専門家として貢献すること」を徹底的に遂行し、事業展開を図ってま

いりました。

　当社グループの売上高は、通常の営業の形態として第２四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間に売上計上

する割合が大きく、業績に季節的変動があります。その結果、当第１四半期連結会計期間の業績は、売上高が10,705百万

円、営業損失が507百万円、経常損失が465百万円、四半期純損失が649百万円となっております。

　

　事業の種類別セグメントの業績は次のとおりであります。

　 　

（建設事業） 完成工事高は8,828百万円となっております。部門別では、土木工事が3,255百万円、建築工事が

5,572百万円となっております。

　また、営業損失は303百万円となっております。

（不動産事業等） 不動産事業等につきましては、分譲マンションの販売が主であり、兼業事業売上高は1,877百万

円、営業損失13百万円となっております。

　

　　(2）キャッシュ・フローの状況

　当第１四半期連結会計期間末における現金及び現金同等物（以下「資金」という。）は、7,347百万円となっておりま

す。

　　当第１四半期連結会計期間における各キャッシュ・フローの状況とそれらの要因は次のとおりであります。

　

　 （営業活動によるキャッシュ・フロー）

　　営業活動により使用した資金は1,852百万円となっております。これは、売上債権の回収は順調に進んだものの、た

な卸資産の増加と仕入債務の減少、並びに法人税等の支払いなど季節的要因によるものであります。

　

（投資活動によるキャッシュ・フロー）

　　投資活動により使用した資金は206百万円となっております。これは主に有形固定資産の取得に伴う支出によるも

のであります。

　

（財務活動によるキャッシュ・フロー）

　　財務活動により得られた資金は501百万円となっております。これは主に事業運転資金の増加に伴う借入金の増加

によるものであります。

　

(3）事業上及び財務上の対処すべき課題

　　当第１四半期連結会計期間において、当社グループの事業上及び財務上の対処すべき課題に重要な変更及び新たに

生じた課題はありません。

　

(4）研究開発活動

　当第１四半期連結会計期間における当社グループの研究開発活動の金額は、76百万円であります。

　なお、当第１四半期連結会計期間において、当社グループの研究開発活動の状況に重要な変更はありません。
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第３【設備の状況】
(1）主要な設備の状況

　当第１四半期連結会計期間において、主要な設備に重要な異動はありません。

　

(2）設備の新設、除却等の計画

　当第１四半期連結会計期間において、新たに確定した重要な設備の新設、拡充、改修、除却、売却等の計画はありませ

ん。
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第４【提出会社の状況】

１【株式等の状況】

（１）【株式の総数等】

①【株式の総数】

種類 発行可能株式総数（株）

普通株式 100,000,000

計 100,000,000

②【発行済株式】

種類

第１四半期会計期間末

現在発行数（株）

（平成20年６月30日）

提出日現在発行数（株）

（平成20年８月８日）

上場金融商品取引所名又は登

録認可金融商品取引業協会名
内容

普通株式 44,607,457 44,607,457
東京証券取引所市場第一部

名古屋証券取引所市場第一部
―

計 44,607,457 44,607,457 ― ―

（２）【新株予約権等の状況】

　該当事項はありません。

（３）【ライツプランの内容】

　該当事項はありません。

（４）【発行済株式総数、資本金等の推移】

年月日

発行済株式

総数増減数

（株）

発行済株式

総数残高

（株）

資本金増減額

（百万円）　

資本金残高

（百万円）

資本準備金

増減額

（百万円）

資本準備金

残高

（百万円）

平成20年４月１日～

平成20年６月30日
－ 44,607,457 － 6,808 － 4,244

（５）【大株主の状況】

　大量保有報告書等の写しの送付等がなく、当第１四半期会計期間において、大株主の異動は把握しておりません。
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（６）【議決権の状況】

　当第１四半期会計期間末日現在の「議決権の状況」については、株主名簿の記載内容が確認できないため、記載す

ることができないことから、直前の基準日（平成20年３月31日）に基づく株主名簿による記載をしております。

①【発行済株式】

　 平成20年６月30日現在

区分 株式数（株） 議決権の数（個） 内容

無議決権株式 － － －

議決権制限株式（自己株式等） － － －

議決権制限株式（その他） － － －

完全議決権株式（自己株式等） 普通株式 531,000 － －

完全議決権株式（その他） 普通株式 43,719,000 43,719 －

単元未満株式 普通株式 357,457 － －

発行済株式総数 44,607,457 － －

総株主の議決権 － 43,719 －

②【自己株式等】

　 平成20年６月30日現在

所有者の氏名
又は名称

所有者の住所
自己名義所有
株式数
（株）

他人名義所有
株式数
（株）

所有株式数の
合計
（株）

発行済株式総数に対す
る所有株式数の割合

（％）

矢作建設工業

株式会社

名古屋市東区

葵３丁目19番７号
531,000 ― 531,000 1.19

計 － 531,000 ― 531,000 1.19

　（注）　第１四半期会計期間末日現在の自己株式数は、1,160,000株であります。

２【株価の推移】

【当該四半期累計期間における月別最高・最低株価】

月別 平成20年４月 ５月 ６月

最高（円） 434 645 664

最低（円） 391 395 551

　（注）　最高・最低株価は、東京証券取引所市場第一部におけるものであります。

３【役員の状況】

　　前事業年度の有価証券報告書の提出日後、当四半期報告書の提出日までにおいて、役員の異動はありません。
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第５【経理の状況】

１．四半期連結財務諸表の作成方法について

　当社の四半期連結財務諸表は、「四半期連結財務諸表の用語、様式及び作成方法に関する規則」（平成19年内閣府令

第64号。以下「四半期連結財務諸表規則」という。）に準拠して作成し、「建設業法施行規則」（昭和24年建設省令第

14号）に準じて記載しております。

　なお、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成20年６月30日まで）は、「財務諸表等の用語、様式及

び作成方法に関する規則等の一部を改正する内閣府令」（平成20年８月７日　内閣府令第50号）附則第７条第１項第

５号のただし書きにより、改正後の四半期連結財務諸表規則を早期に適用しております。

２．監査証明について

　当社は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、当第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平

成20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表について、監査法人トーマツによる四半期レビューを受けておりま

す。
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１【四半期連結財務諸表】
（１）【四半期連結貸借対照表】

（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

資産の部

流動資産

現金預金 7,763 9,220

受取手形・完成工事未収入金等 12,644 20,129

未成工事支出金 7,640 4,444

販売用不動産 33,297 30,096

不動産信託受益権 － 3,200

商品及び製品 68 55

材料貯蔵品 180 225

繰延税金資産 1,529 995

その他 1,444 1,171

貸倒引当金 △17 △20

流動資産合計 64,551 69,519

固定資産

有形固定資産

建物・構築物 12,095 12,090

機械、運搬具及び工具器具備品 2,121 2,091

土地 9,424 9,424

減価償却累計額 △9,170 △9,069

有形固定資産計 14,470 14,537

無形固定資産 206 202

投資その他の資産

投資有価証券 3,417 3,177

繰延税金資産 471 616

その他 2,517 2,618

貸倒引当金 △415 △451

投資その他の資産計 5,990 5,961

固定資産合計 20,667 20,701

資産合計 85,219 90,220

負債の部

流動負債

支払手形・工事未払金等 13,914 18,218

短期借入金 31,373 25,433

未払法人税等 72 1,308

未成工事受入金 2,253 1,208

完成工事補償引当金 105 93

工事損失引当金 23 28

役員賞与引当金 17 82

その他 2,310 2,732

流動負債合計 50,070 49,105
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（単位：百万円）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末に係る要約
連結貸借対照表

（平成20年３月31日）

固定負債

社債 2,200 2,200

長期借入金 3,253 8,026

退職給付引当金 1,858 1,943

役員退職慰労引当金 382 431

再評価に係る繰延税金負債 64 64

長期預り金 4,343 4,270

その他 90 87

固定負債合計 12,192 17,022

負債合計 62,263 66,127

純資産の部

株主資本

資本金 6,808 6,808

資本剰余金 7,244 7,244

利益剰余金 15,029 16,009

自己株式 △552 △218

株主資本合計 28,530 29,844

評価・換算差額等

その他有価証券評価差額金 752 562

土地再評価差額金 △6,393 △6,393

評価・換算差額等合計 △5,640 △5,830

少数株主持分 66 79

純資産合計 22,956 24,092

負債純資産合計 85,219 90,220
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（２）【四半期連結損益計算書】
【第１四半期連結累計期間】

（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年６月30日）

売上高

完成工事高 8,828

兼業事業売上高 1,877

売上高合計 10,705

売上原価

完成工事原価 7,743

兼業事業売上原価 1,428

売上原価合計 9,172

売上総利益

完成工事総利益 1,084

兼業事業総利益 448

売上総利益合計 1,533

販売費及び一般管理費 ※1
 2,040

営業損失（△） △507

営業外収益

受取利息 36

受取配当金 149

その他 11

営業外収益合計 196

営業外費用

支払利息 149

その他 4

営業外費用合計 153

経常損失（△） △465

特別利益

貸倒引当金戻入額 28

特別利益合計 28

特別損失

販売用不動産評価損 564

その他 108

特別損失合計 673

税金等調整前四半期純損失（△） △1,109

法人税、住民税及び事業税 66

法人税等調整額 △514

法人税等合計 △448

少数株主損失（△） △12

四半期純損失（△） △649
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（３）【四半期連結キャッシュ・フロー計算書】
（単位：百万円）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
　　至　平成20年６月30日）

営業活動によるキャッシュ・フロー

税金等調整前四半期純損失（△） △1,109

減価償却費 113

貸倒引当金の増減額（△は減少） △38

受取利息及び受取配当金 △185

支払利息 149

販売用不動産評価損 564

売上債権の増減額（△は増加） 7,484

たな卸資産の増減額（△は増加） △3,729

仕入債務の増減額（△は減少） △4,304

未成工事受入金の増減額（△は減少） 1,045

その他 △617

小計 △626

利息及び配当金の受取額 148

利息の支払額 △150

法人税等の支払額 △1,224

営業活動によるキャッシュ・フロー △1,852

投資活動によるキャッシュ・フロー

有形固定資産の取得による支出 △106

その他 △99

投資活動によるキャッシュ・フロー △206

財務活動によるキャッシュ・フロー

短期借入れによる収入 5,850

短期借入金の返済による支出 △3,597

長期借入金の返済による支出 △1,085

自己株式の取得による支出 △334

配当金の支払額 △330

財務活動によるキャッシュ・フロー 501

現金及び現金同等物の増減額（△は減少） △1,556

現金及び現金同等物の期首残高 8,904

現金及び現金同等物の四半期末残高 ※
 7,347
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【四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１．連結の範囲に関する事項

の変更

（1）連結の範囲の変更

　　当第１四半期連結会計期間より、株式会社ピタリ

フォームを新たに設立したため、連結の範囲に含め

ております。

（2）変更後の連結子会社の数

　　８社

２．会計処理基準に関する事

項の変更

　重要な資産の評価基準及び評価方法の変更

　たな卸資産

　　通常の販売目的で保有するたな卸資産について

は、従来、主として個別法による原価法によってお

りましたが、当第１四半期連結会計期間より「棚

卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準

第９号　平成18年７月５日）が適用されたことに

伴い、主として個別法による原価法（貸借対照表

価額については収益性の低下に基づく簿価切下げ

の方法）により算定しております。

　　これにより、税金等調整前四半期純損失は、564百

万円増加しております。

　　なお、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に

記載しております。
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【簡便な会計処理】

　
当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

　１．一般債権の貸倒見積高

の算定方法

　当四半期連結会計期間末における貸倒実績率等が前連結

会計年度末に算定したものと著しい変化がないと認められ

るため、前連結会計年度末において算定した貸倒実績率等

を使用して貸倒見積高を算定しております。

　２．完成工事補償引当金の

算定方法

　当四半期連結会計期間末における完成工事補償引当金の

計上は、補償実績率等が前連結会計年度末に算定したもの

と著しい変化がないと認められるため、前連結会計年度末

において算定した補償実績率等を使用して算定しておりま

す。

　３．たな卸資産の評価方法 　当四半期連結会計期間末におけるたな卸高の算出に関し

ては、実地たな卸しを省略し、前連結会計年度末の実地たな

卸高を基礎として合理的な方法により算定しております。

　また、たな卸資産の簿価切下げに関しては、収益性の低下

が明らかなものについてのみ正味売却価額を見積り、簿価

切下げを行う方法によっております。 

　４．法人税等並びに繰延税

金資産及び繰延税金負

債の算定方法

　繰延税金資産の回収可能性の判断に関しては、前連結会計

年度末以降に経営環境等、かつ、一時差異等の発生状況に著

しい変化がないと認められるため、前連結会計年度におい

て使用した将来の業績予測やタックス・プランニングを利

用する方法によっております。

【追加情報】

当第１四半期連結会計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　平成20年度の法人税法改正に伴い、当第１四半期連結会

計期間より、改正後の法人税法に基づく耐用年数に変更

しております。

　なお、これによる四半期連結財務諸表に与える影響は軽

微であります。

　また、セグメント情報に与える影響は、当該箇所に記載

しております。
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【注記事項】

（四半期連結貸借対照表関係）

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

　　偶発債務

①連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

し、債務保証を行っております。

分譲マンション購入者の金融機関からの借入

三菱ＵＦＪ住宅ローン保証株式会社 364百万円

　　偶発債務

①連結会社以外の会社の金融機関等からの借入に対

し、債務保証を行っております。

分譲マンション購入者の金融機関からの借入

三菱ＵＦＪ住宅ローン保証株式会社 288百万円

②当社グループがその一部を請負うＰＦＩ事業におい

て、事業主体が保険会社と締結した履行保証保険契

約に基づき、保険事故が発生した場合の事業主体へ

の求償額について、原則として事業持分割合に応じ

た119百万円を最大額とする金額に対して、また、当

社グループの責に帰す場合においては265百万円を

最大額として、その帰責割合に応じた金額に対して、

連帯保証債務を負っております。

　　 　　　　　　　  ──────

（四半期連結損益計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※１　販売費及び一般管理費のうち主要な費目及び金額は

次のとおりであります。

従業員給料手当 802百万円

退職給付費用 71 

役員退職引当金繰入額 24 

役員賞与引当金繰入額 17 

販売費 224 

　２　当社グループの売上高は、通常の営業の形態として第

２四半期連結会計期間及び第４四半期連結会計期間

に売上計上する割合が大きく、業績に季節的変動があ

ります。

（四半期連結キャッシュ・フロー計算書関係）

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

※　現金及び現金同等物の四半期末残高と四半期連結貸借

対照表に掲記されている科目の金額との関係

（平成20年６月30日現在）
 （百万円）

現金預金勘定 7,763

預入期間が３か月を超える定期預金 416

現金及び現金同等物 7,347
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（株主資本等関係）

当第１四半期連結会計期間末（平成20年６月30日）及び当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日　至 平成20

年６月30日）

　１．発行済株式の種類及び総数

普通株式  44,607千株

　２．自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,160千株

　３．新株予約権等に関する事項

　　該当事項はありません。

　４．配当に関する事項

 配当金支払額

決議 株式の種類
配当金の総額

（百万円）

１株当たり

配当額

（円）

基準日 効力発生日 配当の原資 

平成20年５月13日

取締役会
普通株式 330 7.5  平成20年３月31日  平成20年６月10日

利益剰余

金
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（セグメント情報）

【事業の種類別セグメント情報】

当第１四半期連結累計期間（自 平成20年４月１日　至 平成20年６月30日）

 
建設事業
（百万円）

不動産事業等
（百万円）

計
（百万円）　

消去又は全社
（百万円）

連結
（百万円）

売上高      

(1）外部顧客に対する売上高 8,828 1,877 10,705 ― 10,705

(2）セグメント間の内部売上高又

は振替高
2,753 340 3,093 (3,093) ―

計 11,581 2,217 13,798 (3,093) 10,705

営業損失 △303 △13 △317 (190) △507

　（注）１．事業区分の方法及び各区分に属する主要な事業の内容

(1）事業区分の方法

日本標準産業分類及び連結損益計算書の売上集計区分を勘案して区分しております。

(2）各区分に属する主要な事業の内容

建設事業：土木、建築その他建設工事全般に関する事業

不動産事業等：不動産の売買及び賃貸等に関する事業並びにゴルフ場経営に関する事業他

　　　　２．会計処理の方法の変更

（棚卸資産の評価に関する会計基準）

　「四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更」２．に記載のとおり、当第１四半期連

結会計期間より「棚卸資産の評価に関する会計基準」（企業会計基準第９号　平成18年７月５日）を適用し

ております。なお、この変更がセグメント情報に与える影響はありません。

　　　　３．追加情報

（有形固定資産の耐用年数の変更）

　「追加情報」に記載のとおり、当第１四半期連結会計期間より、改正後の法人税法に基づく耐用年数に変更

しております。なお、この変更がセグメント情報に与える影響は軽微であります。

【所在地別セグメント情報】

　　当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　　在外子会社及び重要な在外支店がないため、該当事項はありません。

【海外売上高】

　　当第１四半期連結累計期間（自平成20年４月１日　至平成20年６月30日）

　海外売上高がないため、該当事項はありません。

（有価証券関係）

　有価証券の当四半期連結貸借対照表計上額は、前連結会計年度末日と比較して著しい変動がありません。

（デリバティブ取引関係）

　当社グループは金利スワップ取引のデリバティブ取引を契約しておりますが、すべてヘッジ会計を適用している

ため、デリバティブ取引の契約額等、時価及び評価損益の状況の記載を省略しております。
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（１株当たり情報）

１．１株当たり純資産額

当第１四半期連結会計期間末
（平成20年６月30日）

前連結会計年度末
（平成20年３月31日）

１株当たり純資産額 526.83円 １株当たり純資産額 544.83円

　（注）１株当たり純資産額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

 
当第１四半期連結会計期間末

（平成20年６月30日）

前連結会計年度末

（平成20年３月31日）

 純資産の部の合計額（百万円） 22,956 24,092

純資産の部の合計額から控除する金額（百万円） 66 79

（うち少数株主持分） （66） （79）

普通株式に係る四半期連結会計期間末（連結会計

年度末）の純資産額（百万円）
22,889 24,013

 １株当たり純資産額の算定に用いられた四半期連

結会計期間末（連結会計年度末）の普通株式の数

（千株）

43,447 44,075

２．１株当たり四半期純損失金額

当第１四半期連結累計期間
（自　平成20年４月１日
至　平成20年６月30日）

１株当たり四半期純損失金額 △14.86円

　なお、潜在株式調整後１株当たり四半期純利益金額につい

ては、潜在株式がないため記載しておりません。

　（注）　１株当たり四半期純損失金額の算定上の基礎は、以下のとおりであります。

　

当第１四半期連結累計期間

（自　平成20年４月１日

至　平成20年６月30日）

四半期純損失（百万円） △649

普通株主に帰属しない金額（百万円） ―

普通株式に係る四半期純損失（百万円） △649

期中平均株式数（千株） 43,684

（重要な後発事象）

 　　該当事項はありません。

（リース取引関係）

　所有権移転外ファイナンス・リースについて通常の賃貸借取引に係る方法に準じて処理を行っておりますが、当

四半期連結会計期間におけるリース取引残高は前連結会計年度末に比べて著しい変動が認められないため、記載し

ておりません。

２【その他】

　　該当事項はありません。
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第二部【提出会社の保証会社等の情報】

　該当事項はありません。
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独立監査人の四半期レビュー報告書
　

   平成20年８月７日

矢作建設工業株式会社    

　 取締役会　御中  

 監査法人トーマツ  

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 中浜　明光　　印

 
指定社員
業務執行社員

 公認会計士 内山　隆夫　　印

　当監査法人は、金融商品取引法第193条の２第１項の規定に基づき、「経理の状況」に掲げられている矢作建設工業株式会

社の平成20年４月１日から平成21年３月31日までの連結会計年度の第１四半期連結累計期間（平成20年４月１日から平成

20年６月30日まで）に係る四半期連結財務諸表、すなわち、四半期連結貸借対照表、四半期連結損益計算書及び四半期連結

キャッシュ・フロー計算書について四半期レビューを行った。この四半期連結財務諸表の作成責任は経営者にあり、当監査

法人の責任は独立の立場から四半期連結財務諸表に対する結論を表明することにある。

　当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる四半期レビューの基準に準拠して四半期レビューを行った。

四半期レビューは、主として経営者、財務及び会計に関する事項に責任を有する者等に対して実施される質問、分析的手続

その他の四半期レビュー手続により行われており、我が国において一般に公正妥当と認められる監査の基準に準拠して実

施される年度の財務諸表の監査に比べ限定された手続により行われた。

　当監査法人が実施した四半期レビューにおいて、上記の四半期連結財務諸表が、我が国において一般に公正妥当と認めら

れる四半期連結財務諸表の作成基準に準拠して、矢作建設工業株式会社及び連結子会社の平成20年６月30日現在の財政状

態並びに同日をもって終了する第１四半期連結累計期間の経営成績及びキャッシュ・フローの状況を適正に表示していな

いと信じさせる事項がすべての重要な点において認められなかった。

　

追記情報

　四半期連結財務諸表作成のための基本となる重要な事項等の変更に記載されているとおり、会社は、当第１四半期連結会

計期間から「棚卸資産の評価に関する会計基準」を適用している。

　

　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係はない。

以　上

　（注）１．上記は、四半期レビュー報告書の原本に記載された事項を電子化したものであり、その原本は当社（四半期報

告書提出会社）が別途保管しております。

　２．四半期連結財務諸表の範囲にはＸＢＲＬデータ自体は含まれていません。
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